
「医師偏在是正に向けた広域マッチング事業」
受託に伴う

女性医師バンク等の機能拡充について

-松岡常任理事-

日本医師会公式キャラクター

日医君



本事業の背景 医師偏在に対する日本医師会の考え方（令和6年8月21日）



＜全国的なマッチング機能の支援、リカレント教育の支援＞
・医師の掘り起こし、マッチング等の全国的なマッチング支援、総合的な診療能力を学び直すためのリカレント教育を推進
＜都道府県と大学病院等との連携パートナーシップ協定＞
・都道府県と大学病院等で医師派遣･配置、医学部地域枠、寄附講座等に関する連携パートナーシップ協定の締結を推進
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＜重点医師偏在対策支援区域＞
・今後も定住人口が見込まれるが人口減少より医療機関の減少スピードが速い地域等を｢重点医師偏在対策支援区域｣と設定し、
優先的･重点的に対策を進める
・重点区域は、厚労省の示す候補区域を参考としつつ、都道府県が可住地面積あたり医師数、アクセス、人口動態等を考慮し、地
域医療対策協議会・保険者協議会で協議の上で選定（市区町村単位・地区単位等を含む）
＜医師偏在是正プラン＞
・医師確保計画の中で｢医師偏在是正プラン｣を策定。地対協・保険者協議会で協議の上、重点区域、支援対象医療機関、必要
な医師数、取組等を定める
※ 医師偏在指標について、令和９年度からの次期医師確保計画に向けて必要な見直しを検討

医師確保計画の実効性の確保

＜医学部定員・地域枠＞

・医学部臨時定員について、医師の偏在対策に資するよう、都道府県等の意見を十
分に聞きながら、必要な対応を進める

・医学部臨時定員の適正化を行う医師多数県において、大学による恒久定員内の地
域枠設置等への支援を行う

・今後の医師の需給状況を踏まえつつ、2027年度以降の医学部定員の適正化の検
討を速やかに行う

＜臨床研修＞

・広域連携型プログラム※の制度化に向けて令和８年度から開始できるよう準備

※ 医師少数県等で24週以上の研修を実施

医師養成過程を通じた取組

地域の医療機関の支え合いの仕組み

＜経済的インセンティブ＞
・令和８年度予算編成過程で重点区域における以下のような支援について検討

‣ 診療所の承継･開業･地域定着支援（緊急的に先行して実施）
‣ 派遣医師・従事医師への手当増額（保険者から広く負担を求め、給付費の中で一体的

に捉える。保険者による効果等の確認）
‣ 医師の勤務・生活環境改善、派遣元医療機関へ支援

※ これらの支援については事業費総額等の範囲内で支援
・医師偏在への配慮を図る観点から、診療報酬の対応を検討

地域偏在対策における経済的インセンティブ等

 ＜医師少数区域等での勤務経験を求める管理者要件の対象医療機関の拡大等＞
・対象医療機関に公的医療機関及び国立病院機構・地域医療機能推進機構・労働者健康安全機構の病院を追加
・勤務経験期間を６か月以上から１年以上に延長。施行に当たって柔軟な対応を実施
＜外来医師過多区域における新規開業希望者への地域で必要な医療機能の要請等＞
・都道府県から外来医師過多区域の新規開業希望者に対し、開業６か月前に提供予定の医療機能等の届出を求め、協議の場への参加、地域で不足する医療や医師不足地域での医療の提供の要請を可能とする
・要請に従わない医療機関への医療審議会での理由等の説明の求めや勧告･公表、保険医療機関の指定期間の6年から3年等への短縮
＜保険医療機関の管理者要件＞
・保険医療機関に管理者を設け、２年の臨床研修及び保険医療機関(病院に限る)において３年等保険診療に従事したことを要件とし、責務を課す

地域の医療機関の支え合いの仕組み

・必要とされる分野が若手医師から選ばれるための環境づくり等、処遇改善に向けた必要な支援を実施
・外科医師が比較的長時間の労働に従事している等の業務負担への配慮･支援等の観点での手厚い評価について必要な議論を行う

出典：厚生労働省「医師偏在の是正に向けた総合的な対策パッケージ（概要）」※資料比率・フォントを変更しています。
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① 全国的なマッチング機能の支援

○ 中堅・シニア世代等の医師を対象として、医師不足地域での医療に関心・希望を有する医師の掘り起こ
しを行い、必要に応じてリカレント教育や現場体験につなぎ、医師不足地域の医療機関とのマッチング、その
後の定着支援等を行うため、全国的なマッチング機能の支援を行う。

② リカレント教育の支援

○ 若い世代を中心とした専門医制度における総合診療専門医の養成に加えて、中堅以降の医師を主な対
象として、地域で働く上で必要とされる総合的な診療能力について学び直すためのリカレント教育に係る取組
を推進する。具体的には、学会や病院団体等が協力して、総合診療の魅力発信、医療と介護の連携を含
めた地域における実践的な診療の場の提供、知識・スキルの研修を全国推進事業として一体的に実施する
ようなリカレント教育事業を支援するとともに、継続的に事業の評価を実施する。

③ 都道府県と大学病院等との連携パートナーシップ協定

○ 都道府県における地域医療対策協議会等による医師派遣調整機能等を強化するため、都道府県と大
学病院等の間で、医師派遣・配置、医学部地域枠、寄附講座等に関する連携パートナーシップ協定の締
結を推進する。あわせて、大学病院からの派遣体制を強化するため、医師確保対策における大学病院の位
置づけを明確化する。

地域偏在対策における経済的インセンティブ等

「医師偏在の是正に向けた総合的な対策パッケージ」 の具体的な取り組み



これまでの取り組み

女性医師バンクについて

厚生労働省の指定を受け、平成19年1月30日より職業紹介事業を開始しました。

結婚･出産･育児や介護など、女性医師のライフステージに応じた就労を支援し、

医師の確保を図ることを目的として、日本医師会 女性医師支援センターが運営

しています。

特 徴

求人・求職 紹介から成立まで利用料はすべて“無料”

性別や医師会会員･非会員問わずにすべての医師が利用可能

日本全国を専任コーディネーターによるマッチング

都道府県医師会ドクターバンクとの連携（愛知/岐阜/沖縄）

ハローワークとの連携



新たな広域マッチング事業について

女性医師バンク事業から

名称を変更し、令和7年11月1日にリニューアル

組織名

事業名

日本医師会

女性医師支援センター

日本医師会

女性医師バンク

日本医師会

ドクターサポートセンター

日本医師会

ドクターバンク



「日本医師会ドクターサポートセンター」
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（その他） ・ 女性医師支援・ドクターバンク連携ブロック会議 ・広報活動等

  ・ ドクターサポートセンター事業運営委員会 （令和８年度～）

女性医師支援センター事業

（厚生労働省医政局医事課）

平成18年度～

医師偏在是正に向けた

広域マッチング事業

（厚生労働省医政局地域医療計画課）

令和7年度～

① 広域マッチング事業

② 全国医師マッチング支援委員会

③ 都道府県単位ドクターバンクとの連携

④ その他

① 女性医師バンク事業 

② 再就業講習会事業

③ 調査事業

④ その他

日本医師会ドクターバンク

担当組織概要



今後の展望 地域ドクターバンクと業務提携を進め、
全国ネットワークの構築をともに目指す

日医ドクターバンク 地域ドクターバンク



事業マップ



参考

令和7年7月31日に
フロントページ(暫定版)
を公開済み
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